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はじめに
　財政調整制度国際比較に関する科研費研究プロジェクトに参加することができ、その一
環としてイギリスにおける海外調査の機会が与えられた。筆者が本格的に地方財政に関心
を抱くようになったのは、1976年から77年までの1年間、文部省在外研究補助金の交付
を受けて、London　School　of　Economicsで在外研究に従事したときであった。1888年地方
自治法を基本とするイングランドおよびウェールズの地方制度も、新しい酒を入れるには
不適当な古く綻びた皮袋となり、合併も含む大規模な再編が、1972年地方自治法により
断行された。その再編のためにレドクリフ・モード王立調査委員会が設置され、本格的な
調査実施の末、1969年に報告書を提出したが、その報告書と付属文書から、地方制度制
定に必要なさまざまの視点を学ぶことができた。ljまた当時は、新しく再編された地方制
度に適した地方財政制度を検討し勧告するという付託事項のもとで設置されたレイフィー
ルド委員会が、地方財政のさまざまな側面に関する本格的報告書とともにテーマ別の10
冊の付属文書を1976年に発表した直後であり、これらの文書から地方財政のあり方を包
括的に勉強することができた。別
　その後、1985年から86年にかけて、横浜市立大学の学術交流提携校であるフランスの
リヨン所在のEco1e　Sup6riur　Commerce　de　Lyonに客員教授として派遣されむ典型的中
央集権国家として地方自治や地方財政の研究者には興味の対象となりえなかったフランス
において、ミッテラン大統領が地方分権化を推進しているときであったが、その動向を追
跡するとともに、フランスの地方制度と地方財政制度を勉強した。同じ年、大蔵省の海外
1）　Redc雌e－Maud，Lord（Chairmam），肋ツ螂1Co刎刎ゐ∫づo閉o例〃cα1Gω舳舳〃伽肋ψ〃1966－1969，
〃舳〃Rψ〃，L〕ndon，HMSO，1969．
2）　b抑eld　Committee，Rψo竹〆伽0o刎〃物2ぴ肋〃勿づ〃o〃ω1Go〃舳舳〃，L㎝don，McMillan，
1976．その研究成果は、拙著「イギリスの地方財政一中央と地方との関係」、横浜市立大学経済研究
所、経済と貿易、123号、昭和53年；「イギリスの地方財政一レートについて」、横浜市立大学論叢
第29巻第1号、昭和53年；「財政調整の原理とイギリスの制度」、経済と貿易、127号、昭和54年を
参照せよ。
調査でイギリスを訪問する機会を与えられたが、当時の環境省、ロンドン郊外のグリニッ
チ市、財務省、英国銀行等を訪問した。サッチャー首相のもとで過激な改革が行われてい
る最中であり、地方財政関連官庁や地方白治体から、さまざまの興味深い反応を聴取する
ことができた。引
　70年代中ごろのイギリス滞在中には、元大英帝国の衰退に激しい衝撃を受けたが、サ
ッチャー首相、ブレア首相という優れた指導者のもとで、イギリス経済社会は70年代の
どん底から脱却し、活気に満ち繁栄し国民の規律も高まっている。当時は「イギリス病」
という言葉が流行であったが、いまや心配なのは「日本病」である。わが国でも「三位一
体改革」という標語のもとで地方制度、地方財政改革がすすめられているが、イギリスの
地方財政改革からは、反面教師の面を含めて学ぶべき点が多い。一口に地方財政といって
も一本の論文ですべてを扱うにはあまりにも多面的であるので、地方財政論における永遠
のテーマである国と地方の関係、とりわけ国による地方の統制という視点から、最近の動
向を報告する。
　イギリスというと連合王国（United　Kingdom）を指し、イングランド、ウェールズ、
スコットランド、北アイルランドより構成される。スコットランドや北アイルランドの制
度は、かなりイングランドやウェールズの制度と異なるので、この論文ではイングランド
とウェールズに対象を限定する。
1．地方制度の変貌
　1－1　1972年地方自治法と地方制度
　地方財政を営む主体である地方白治体は、どのような変貌を遂げてきたであろうか。伝
統的にイングランドとウェールズにおいては、カウンティと呼ばれる第一階層の地方自治
体と、ディストリクトと呼ばれる第二階層の地方白治体があり、二階層制の地方制度が、
イングランドとウェールズにおける伝統的地方制度であった。他にもカウンティ・バロー
という一階層制の全能団体が存在し、ロンドンにはシティ・オブ・ロンドンとメトロポリ
タン・バローという第二階層の地方自治体が存在した。
　二階層制にするか一階層制にするかは、地方制度の選択における重要な選択肢であっ
た。地方制度の再編に関するレドクリフ・モード委員会の多数派の勧告は、大都市圏のみ
にカウンティとデイストリクトからなる伝統的な二階層制を採用し、その他の地域におい
ては一階層制の地方自治体を創設するというものであった。しかし1970年総選挙におい
て政権を掌握した保守党は…階層制を否定して二階層制の維持拡大を図った。4jイングラ
3）拙著「イギリスの地方制度再編とその後の発展」、経済と貿易、141号、日召和61年を参照せよ。
4〕この地方制度改革の経緯については、David　Wilson　and　Chris　Game，〃〃Go〃舳2〃伽伽
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ンドとウェールズに対する1972年地方白治法は、すべてのカウンティ・バローを廃止し、
第」階層の地方白治体として、6メトロポリタン・カウンティ・カウンスルと47ノン・メ
トロポリタン・カウンティ・カウンスルと1グレーター・ロンドン・カウンスルを設置し
た。第二階層の地方自治体としては、36メトロポリタン・ディストリクト・カウンスル、
333ノン・メトロポリタン・ディストリクト・カウンスル、32ロンドン・バローと1シテ
イ1オブ’ロンドンが設置された。
　1－21985年地方自治法と地方制度
　1979年に政権を掌握してから！990年に辞任するまで3期10年以上にわたり政権を維持
したサッチャー首相の政策は、伝統的地方制度や地方財政制度に対して大幅な修正を加え
た。1985年地方自治法により、1963年ロンドン白治法で設置された大ロンドン都庁
（Greater　London　Council）と、1972年地方自治法により設置された6大都市圏における第
一一…階層の地方白治体であるカウンティは廃止され、それらに配分されていた事務は、下部
の第二階層地方白治体であるバローやディストリクトに委譲された。また、内部ロンドン
教育庁を含む数多くの特定事務団体が創設され、廃止された大ロンドン都庁や大都市圏に
おけるメトロポリタン・カウンティの事務を引き継いだ。引
　その結果、1993年現在においては、大都市圏では第一階層の地方自治体は存在せず36
ディストリクト・カウンスルが、非大都市圏においては47カウンティ・カウンスルと333
のディストリクト・カウンスルが、ロンドンにおいては第一階層の地方自治体は廃止さ
れ、第二階層の32ロンドン・バロー・カウンスルとシティ・オブ・ロンドンが存続して
いた。6〕
　1－3現行地方制度と将来
　サッチャー政権を後継したメイジャー政権は、大都市圏以外の地域における二階層制の
地方制度を、ユニタリーと呼ばれる一階層制の自治体に再編することを目標とした。1992
年地方白治法に基づき「イングランド地方白治体委員会」が正式に発足し、1994年から
1998年までの5年間で、すべての地方白治体を、ユニタリーと呼ばれる93の一階層制の
地方白治体に再編することに決定したが、作業は困難を極めた。そこで最終的には、「」
階層制の導入を原則とする（二階層制は例外とする）」という当初の目的から、「二階層制
の維持も選択肢として認める」という目標へと、大幅に修正された。その結果、カウンテ
σ閉伽∂κ加ψo刎，GovemmentBeyond　the　Center　Series，M割cmi11an，1994，“Chapter4The　Deve1opment
ofLocalGovemment”を参照せよ。
5）小林　昭『現代イギリスの地方財政改革と地方白治」、日本評論社、2004年。
6）Dav1dWilson　and　Chris　Game，op，cit．，“Chapter5CurmtStructures”を参照せよ。
イのすべてのディストリクトがユニタリーとして再編された地域、従来どおりのカウンテ
ィとディストリクトの二階層制が存続する地域、同一カウンティ内にユニタリーとして再
編された部分と二階層制が存続する部分が共存する地域という形で、一階層制と二階層制
の地方自治体が混在している。
　イングランドの大都市圏は36準全能自治体、6消防白治体、8事務組合、6警察自治体
からなる。非大都市圏においては、二階層制を採用する地域では34カウンティ・カウン
スル、238ディストリクト・カウンスルが、一階層制を採用する地域では46準全能白治
体、24事務組合、31警察白治体が存在する。ウェールズにおいてはユニタリーの準全能
自治体が22団体、消防白治体が3団体、事務組合3団体、警察自治体が4団体である。7〕こ
のようにイギリスの地方制度は完全ではないが、合併・統合を経てユニタリーとよばれる
自治体からなる一階層制へと変貌した。
　1－4広域圏地方自治体
　筆者がイギリスで在外研究に従事していた70年代に、すでにスコットランドやウェー
ルズはロンドンからの大幅な地方分権を要求しており、広域圏分権法案（the　Devolution
Bill）が国を挙げての大論争の対象となっていた。同法案は労働党政権下の1977年に下院
で可決し翌年住民投票に付されたが、スコットランドにおいてもウェールズにおいても、
住民投票の結果は必要条件を満たさなかった。その後保守党は広域圏分権に冷淡であった
が、ブレアの労働党は1997年のマニフェストにおいて、スコットランドは独自の教育制
度、法制度、地方制度を有し、ウェールズは独白の言語と文化的伝統を有することを認
め、連合王国はこのように異なるアイデンティティと伝統に培われた広域圏の人々とのパ
ートナーシップにより成立するから、両広域圏において佳民投票で有権者の40％以上の
賛成を得られたならば両広域圏への分権化を支持することを表明した。1997年に実施さ
れた住民投票では、スコットランドにおいてもウェールズにおいても過半数の支持を得
て、およそ30年後にようやくブレア政権の下で実現し、スコットランド議会もウェール
ズ議会も1999年7月から正式に発足している。
　現労働党政権は1997年労働党マニフェストにおいて、サッチャー首相により廃止され
たグレーター・ロンドン・カウンスルに対応するロンドン広域圏地方白治体の創設を約束
していたが、1999年にTheGreaterLondonAuthorityが創設され、市長と議会は直接選挙
により選出されることとなった。GLAはロンドン全域にわたる交通、戦略計画、経済開
発、環境および文化等に関する企画・調整を担当する。テームズ川をはさんでウエストミ
ンスターと対時していた旧グレーター・ロンドン・カウンスルの建物とは別の新しいガラ
7）　Rita　Ha1e　and　Anna　Capaldi　eds．，op．cit．，“Chapter1Stmcture　and　Functions　ofLocal　Govemment”．
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ス張りの近代ビルを使用していることに象徴されるように、新しいGLAは旧グレータ
ー・ロンドン・カウンスルとはさまざまの面で異なる白治体である。呂〕
　わが国でも道州制論は存続しており、フランスにおいてはミッテラン大統領のときに
regionという広域圏普通地方白治体が創設され、イタリァにおいてもregi㎝eという広域
圏の地方白治体が存在する。酬ブレア政権は1997年の総選挙において、イングランドに対
してはGLAと広域圏開発公社（regiona1developmental　agencies）と広域圏会議（regional
chambers）の設置に加えて、公選の広域圏議会（directly　elected　regiona1chambers）の
創設を提案していた。1999年からロンドン地域を除くイングランドの8広域圏において広
域圏開発公社が、またロンドン広域圏においてはG岨創設に伴いロンドン広域圏開発公
社が2000年に創設された。広域圏開発公社には理事会が設置されており、域内の地方白
治体をはじめさまざまの分野の代表から構成される。広域圏開発公社の目的は経済開発・
再生の促進、事業効率の改善と投資の促進、雇用の促進、雇用に結びつく技能の開発およ
びその応用の促進、英国の持続的発展への貢献である。広域圏開発公社は広域圏の二一ズ
に敏感に対応することが要請されるが、理事会に加えて広域圏住民の声を代弁する機関と
して1999年に全8広域圏において広域圏会議（regionalchambers）が設置されている。
　副首相府は広域圏白治体（region）についての白書乃〃肋ψo〃，乃〃αo｛c2－1～ω｛一
fα脇惚伽肋g脇肋g6o勉∫を2002年5月に発表した。m〕イングランドの8広域圏（region）
内に設置されている広域圏会議（regional　chamber）が機能しているが、公選で選出され
る議員から構成される広域圏議会（regional　assembly）の創設が検討されている。公選広
域圏自治体議会を設置するかどうかは、住民投票により決定される。すでに二階層制を採
用している広域圏においては屋上に屋を重ねる三階層制となる事態を回避するために、広
域圏議会を創設しようとする地域においては、ユニタリーの創設が要請されている。一階
層制と二階層制の混在する広域圏白治体においては、二階層制度を廃止して公選広域圏白
治体を導入するかどうかを投票者は決定せねばならない。
2．地方歳出の統制
2－1サッチャー政権による地方支出統制
地方自治体は国の被造物（Creature）であるという表現をはじめて聞いたときには驚い
8〕旧ロンドン市庁舎であったカウンティ・ホールは、日本の不動産業者の白山殖産が所有しており、
　バブルが終わって高級ホテルヘの改造は見送り、現在は水族館や多目的の貸しフローアとして利用さ
　れている。
9）　自治体国際化協会『イタリアの地方白治」、平成16年が、最近に至るまでイタリアの地方白治全
　般についてまとめている。
10〕　Deputy　Prime　Minister，物〃肋g｛o閉，灼〃αo伽一Rω〃α〃2伽g伽肋g〃∫あR鋤o挽∫，Department　of
Transport，Local　Govemment　andthe　Region，May2002．
たが、イギリスの地方財政に関しては権限逸脱（α肋〃召5）の原則が貫徹しており、地
方白治体は法律により授権された事務以外の事務を遂行する自由を有しない。11〕しかし授
権された事務の遂行における量的および質的選択は、地方白治体の裁量に委ねられてい
た。サッチャー首相による地方支出の規制が強化されていた80年代中ごろに、ロンドン
郊外のグリニッチ・デイストリクト・カウンシルを訪問したことがあるが、当該カウンシ
ルはサッチャー首相が目の敵とする労働党左派の支配する地方白治体であった。応対して
くれた財政部長が、サッチャー首相による地方支出の厳しい統制に対して吐露した怒りの
言葉は、まさに伝統的イギリス地方白治と地方財政の理念であった。「地方税負担との比
較考量により、適切な地方公共財・サービスの量や質を住民が選択することこそ、地方自
治の本旨である。グリニッチ市の住民は、高い地方税負担をしてでも高い福祉水準を選択
したのであるから、その選択について国（サッチャー首相）がとやかく干渉する筋合いで
はない」という趣旨の発言であった。
　両階層の地方白治体に対して、地方税としてレイトという固定資産税だけしか配分され
ていない現実には衝撃を受けたが、同時に、イギリスの地方財政において、住民が負担と
便益の比較考量に基づいて税率を白由に選択するという慣行が」般的に実践されている現
実には感心した。地方財政アカウンタビリティの原則が、イギリス地方財政制度の前提と
して確立していたのである。
　権限逸脱をしない範囲では、地方自治体は授権された事務の遂行においてある程度の白
由を有するが、政府は法律により認められた地方事務に対しても、さまざまの形で統制を
加え影響力を行使する。とりわけ過去20年間にわたり、歴代政府は国家政策の実施と国
の支出目標達成のために、地方支出を厳しく統制してきた。1890年代以降、とりわけ
！950年代、60年代には地方分権が進展したのであるが、再中央集権化過程はすでに労働
党政権下の70年代にも進行していた。地方歳入に占めるレイト収入比率の低下と国から
の補助金への依存率上昇の進展のもとで、レイフィールド委員会は、「中央責任」か「地
方責任」かの選択を、政府に突きつけている。労働党政権も、資本支出は公共支出計画と
起債許可制により、経常支出は公共支出計画に沿って抑制された支出目標額（target）の
設定と年度中の物価変動にともなう追加支出の制限措置cash1imitにより統制した。
　1979年に政権を掌握したサッチャー政権の基本理念はマネタリズム、新白由主義、民
間企業活動と市場機能の活性化によるイギリス経済の再建であった。スタグフレーション
が深刻化するなかで、公共支出の…環としての地方支出削減が重要な政策課題となった。
1980年「地方自治・計画・土地法」は、さまざまな改革を盛り込んでいるが、最大のね
11）2004年度においては同じプロジェクトで連邦制度を採用するオーストラリアの財政調整制度の海
外調査に参加したが、連邦制度の国では、地方政府（local　govemment）は連邦政府の被造物であり・
　ほとんど自治権を有しない。
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らいは地方支出削減を目的とする財政改革であった。1呈〕地方税改革では全体として地方自
治体の課税権が抑制され、資本支出は起債充当資本支出の統制から資本支出総額の統制に
拡大強化された。また新包括補助金は、超過支出団体に対する支出抑制装置を組み込んで
いた。一一人当り支出総額が超過支出閾を越えると限界補助率は低下し、新包括補助金が減
額される。それでも地方支出統制の効果があがらなかったから、制裁措置は次々と強化さ
れ、補助金撤回措置（holdback）や補助金減額措置（grantabatement）が導入された。ま
た、経常支出目標額が厳しく設定され、限界補助率低下装置は強化された。
　2－2　ブレア政権による地方経常支出統制
　1997年総選挙のための労働党マニフェストは、粗雑で全地方白治体に適用される支出
制限（crude　and　universa1capping）は廃止するが、国による地方支出統制権は将来も留
保することや、実業界の見解を考慮した上での企業レイト（business　rate）の地方返還と
補助金制度運用方法の検討を公約した。さらに総選挙の直後に、新政権は地方白治の近代
化の一環として、イングランドの地方財政全般を再検討するであろうと発表した。1998
年には緑書〃o伽泌加g〃〃10o〃舳2〃と白書〃o伽〃〃㎎1二〇ω1Gω舳刎棚一∫閉τo〃cゐ
〃舳伽肋o〃を発表し、地方財政の近代化のために、財政アカウンタビリテイの原則を
満たす方法、資本支出改善のための方法、企業レイト改革の選択肢を提示した。
　1999年地方白治法では、カウンスル・タックス増税の統制権限、地方白治体の予算要
求増加を調査し予算要求額を過去の年度の水準や標準支出額（standard　spending　assess－
ment）以下までに削減要求する権限、異なる種類の地方白治体に異なる基準を適用する
権限を、担当国務大臣に留保する。また、国は地方支出額の規模のみならず、支出の質的
側面にも介入する。同法において、政府は強制的競争入札（Compu1sory　Competitive
Tendering）を廃止したが、最も効率的な支出（the　Best　Va1ue　for　M㎝ey）を地方自治体
に要求するとともに、この基準を達成できない地方自治体に対して担当国務大臣が介入す
る権限を留保する。
　多くの地方自治体は、教育や対人社会サービスのような主要サービスにたいして、詳細
な計画を提出するように要請されている。国と地方自治体は共同して公共サービス協定
（PublicSemiceAgreement）をつくりあげてきたが、地方白治体はこの協定に基づいて、
より挑戦的な目標達成契約を政府と結ぶことにより、裁量権の縮小と交換に、政府による
追加資金提供を得ることが可能となる。1997年以来一部の国の官庁が新規導入した特定
補助金は、地方サービスに対してより多額の資金を提供する交換条件として、地方白治体
の裁量権を限定し、規制内容を遵守しない地方自治体には、国の担当官庁が直接介入する
12）　〃ω1Gω2閉舳〃，〃伽閉伽g蜆〃〃刎dんサ，1980，HMSO、
ヱ8
権限を与えるものである。このような動向を見ると、ブレア政権下においても、国は地方
白治体を厳しい統制の下におこうという方針を貫いている。
　他方、地方白治を拡大しようという動きも見られる。イギリスにおいては伝統的に、地
方白治体はその権限や事務を法律により規定されており、」般的な法的権限を授与された
ことはなかった。しかし2000年地方自治法は、管轄地域の経済的、社会的、環境上の厚
生を改善する事務を独自の判断で実施する新しい裁量権を地方白治体に授与することによ
り、このような一般的法的権限授与の方向への一歩を踏み出した。この2000年地方白治
法は、他の法律で禁止されている事務の実施権限、地方税徴収令（precepts）の発行権
限、借入等の手段による追加的資金調達権限まで地方自治体に授与するものではないが、
地方自治体が事務遂行に必要な支出をする権限と、他団体に資金、職員、財・サービスを
提供し協力する権限を授与している。
　2－3　ブレア政権による地方資本支出の統制
　イギリスの地方財政においては、地方支出は経常支出と資本支出に分けられる。資本支
出はしばしば高額であり土地、建物、道路、主要機器の購入に充てられ、その便益は長期
にわたり継続する。資本支出額は経常支出額よりもずっと少なく8分の1くらいに過ぎな
いが、国は資本支出の規制を通して地方公共団体の支出統制を実施してきた。1997年以
降、英国銀行金融政策委員会の利子率管理による低く安定した物価上昇率の達成、経常支
出ではなく資本支出の財源とする公債収人のみを容認するという黄金律の遵守、GDPに
占める比率で表される公的債務残高の安定的で健全な水準の維持、という3つの目標が経
済管理について掲げられる。わが国では財政法第4条の規定にもかかわらず、経常支出の
資金調達に公債収入をあてる慣行が一般化しており、GDPを遥かに上回る800兆円超にま
で公的債務残高は増大した。イギリスにおいては、わが国よりも財政の規律がはるかによ
く守られているようだ。’引
　あらゆる形態の信用、利用可能な資本収入、資本補助金と資本拠出金により資金調達さ
れる資本支出は、すべて政府の統制対象となる。イングランドとウェールズの制度は、資
本支出自体の統制ではなく、資本支出のための資金調達に用いられる信用の統制に頼って
いた。このことは政府の主要関心事が、公共部門借入額にあったことを物語る。経常収入
から調達した資本支出は統制対象とはされず、地方自治体は投資資金として自由に利用で
きるが、地方白治体は地方税率を抑制しようとする政府の圧力のもとにあるので、経常勘
定からの資本支出財源調達は、現実的な選択肢ではない。
　政府はまた、地方自治体の資本支出水準自体は統制しないが、地方白治体の設定する各
13）欧州連合の加盟国であるイタリアは公共部門の借金が多いことで知られていたが、欧州通貨機構
　に最初から参加するために、厳しい財政規律を導人し、大幅な赤字財政を解消した。
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種事業の優先順位に対してさまざまの影響を与える。2002年までは、政府官庁は教育、
住宅、交通、人的社会サービス、環境・保護・文化サービスの主要5サービス・ブロック
に対して、会計年度の開始以前に年間資本指針（Amual　Capital　Guideline）を地方白治体
に対して提示してきた。多くの地方白治体は、このガイドラインに基づいて資本支出の優
先順位を決定した。
　各地方白治体および国全体に対して、資本支出の財源は、政府の決定する基本信用許可
額（Basic　CreditApprovals）で裏付けられた信用措置により調達できる部分と、利用可能
な資本収入部分に分類できるが、政府は各地方自治体の利用可能資本収入からの資本支出
資金調達能力を考慮に入れて、この能力の低い地方白治体に対しては、より多額の基本信
用許可額を割り当てることができる。
3．地方税の統制
　3－1伝統的地方税レイト
　地方白治や地方財政の母国とよばれるイギリスにおいて、1601年救貧法に基づいて財
源として導入されたレイトとよばれる固定資産税しか存在しなかった。1970年代の地方
制度改革とそれに伴う地方財政改革の検討の中でレイトの地方税としての妥当性が包括的
に検討され、その逆進性、伸長性の欠如、アカウンタビリティの低下等の欠陥が指摘され
れ逆進性を緩秤するため1≡導入された住居資産に対する減税措置・さらに低所得者に対
して提供される住居手当のなかでのレイト負担措置が実施されていたために、住居資産に
対するレイト負担はきわめて少なくなり、商業資産や工業資産がほとんどのレイト負担を
することになった。わが国でも超過課税の対象は法人の狙い撃ちであるが、投票権をもた
ない法人を重課し、投票権を有する個人を軽課する傾向は世界共通の財政錯覚を利用した
課税方法である。
　地方白治を有効に実践するためには、地方の自主財源である地方税収入の比率が低すぎ
て、国からの補助金という依存財源の比率が高すぎるという批判は70年代中ごろには高
まっていた・レイフィールド委員会の報告書は、地方責任か中央責任かの選択を迫った
が、地方責任の制度を選択するならば、地方所得税を導入して地方税収を充実すべきであ
るという勧告を出した。しかし地方所得税の導人は時期尚早であるとして、労働党政権も
この勧告を採択せず、その後もレイトのみが地方税として維持された。この唯一の地方税
であるレイトについてはさまざまの批判が寄せられていたが、サッチャー政権下における
インフレ対策と地方支出も含めた公共支出抑制政策の遂行の中で、レイトの問題点とその
対策が注目された。
　！975／76年度のイングランドにおける賃貸料、使用料・手数料を除く地方歳入総額に占
める比率は、レイト収入が35％、このうち住居レイトが13％で非住居レイトが22％、一
般補助金であるレイト援助補助金が51％、特定補助金が14％であった。わが国でも三割
白治という言葉がよく使用されるが、イングランドの地方財政もまさに三割白治であっ
た。レイトの廃止直前の1989／90年度においては、イングランドの地方歳入比率は住居レ
イトが25％、非住居レイトが28％、レイト援助補助金が24％、特定補助金が23％であっ
た。14〕レイトの長所と短所としてさまざまの点が上げられるが、ここでは詳しく論じない。15〕レ
イトの最大の短所として挙げられたのは、健全な地方財政運営に不可欠な地方のアカウン
タビリテイの原則が満たされていないという点にあった。低所得者の多くに対しては全額
または一部のレイト納税義務額を国が負担しているから、レイト納税者とサービス利用者
と投票者との間に対応関係が薄い。また、投票権を有しない非住居レイト納税者の負担の
下で支出を増加できる限り、地方自治体は節約する誘因を持たない。
　3－2　サッチャー政権による地方税改革
　インフレ対策を重視し、公共支出全体を抑制しようとしていたサッチャー政権は、地方
支出も抑制対象に含めていたが、労働党左派の影響の強い地方自治体、とりわけ都市部の
地方白治体は協力的でなかった。そこでサッチャー政権は、当時の財政調整制度であった
レイト援助補助金の算定方式、地方税のレイトの税率を抑制するレイト・キャップ制度等
を次々と導入し、地方支出を抑制しようとしたが効果がでなかった。そこで長い地方税の
歴史におけるビッグ・バンとも呼ぶべき大改革が、サッチャー政権により断行された。イ
ングランドとウェールズにおいては1990年から住居レイトは廃止され、人頭税であるコ
ミュニテイ・チャージにより代替された。また、商工業資産に対するレイトであった非住
居レイトは、地方税から国税に移管され、その税収は人口に比例的に地方自治体に配分さ
れることになった。したがって、1992／93年度においては、イングランドの賃貸料、使用
料・手数料を除いた歳入総額に占める比率は、唯一の地方の白主財源であるコミュニテ
ィ・チャージが！5％、国からの歳入援助補助金（Revenue　Support　Grant）が31％、特定
補助金が23％、いまや国税に移管され人口に比例して地方に配分される非住居レイトが
31％となり、三割白治がさらに縮小して一割五分白治へと転落した。1刮
　非住居レイトを国税化することにより、地方白治体問の非住居レイト税率の格差はなく
なり、全国一律に同じ税率で支払われる。イギリスではわが国と異なり、地方白治体間の
レイト税率の格差は大きかったから、労働党左派の支配していた都市部の地方白治体によ
14）David　Wilson　and　Chris　Game，op．cit．p．161Figure1O．2Main　Sources　of　Eng1ish㎞c創Authori蚊
　Net　Expenditure1975－93より。
15）拙著「イギリスの地方財政一レートについて」、前掲を参照せ㌫
16）DavidWilson　and　Chris　Game，op．cit－p－16！。
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る高い税率での課税は回避できる。全国各地どころか、EU全域、さらには世界全体を舞
台にビジネスをおこなう企業にとっては、地方白治体間の大きな税率格差は有害であると
ともに、高い税率を逃れて他の地方白治体に、さらにはEUや世界の各地に事業基盤を移
す可能性を排除できない。少なくも国内においては、税率の格差を考慮した事業の展開と
いう余地はなくなった。
　コミュニティ・チャージは人頭税であるので、その著しい逆進性という性格も含めて激
しい批判の対象となった。地方税納税者の反乱が一般化し、サッチャー政権の墓穴を掘る
とともに、コミュニティ・チャージ白体も短命に終わった。コミュニテイ・チャージに代
わるカウンシル・タックスが1993年4月から導入されたが、この税は伝統的レイトと同じ
く課税標準は住居財産の評価額であるが、同時に人頭税であるコミュニティ・チャージの
もつ人的要素も取り入れており、カウンシル・タックスの請求書は、個人ではなく所帯単
位で発行される。所帯の構成により単身所帯の場合には25％、18歳未満の学生や強度の
精神障害者や障害者の世話人等は50％の割引が与えられるように、人的要素も考慮され
ている。
　レイトの頃から上限設定（capping）という形で、国の地方自治体統制が実施された。
目的は予算規模、すなわち支出規模の抑制であるが、その手段として地方の自主財源であ
る地方税収入がcapping対象とされた。レイトは廃止され、コミュニティ・チャージ、さ
らにカウンシル・タックスと地方税改革は実施されたが、この上限設定（capping）とい
う制度は継続した。レイトやコミュニティ・チャージの時には予算規模がある一定の規模
以上の地方自治体に対して選択的に適用されたが、1992／93年度以降はすべての地方白治
体に対して適用された。ほとんどの地方自治体は白発的にcappi㎎を実施したが、いくつ
かの地方自治体は国から対象に指定された。
　3－3　ブレア政権による地方税統制
　地方白治体の経常収入の最終要素が、地方税収人である。経常予算の歳出総額（groSS
spending）から賃貸料、手数料、使用料、特定補助金を控除して歳出純額（netspending）
が算出される。住宅サービスの例では、家賃収入や特定補助金が多いから、歳出総額の額
は458であっても、歳出純額では41にまで減少する。地方自治体は供給するさまざまのサ
ービスに対して手数料や使用料を徴収することができるが、ほとんどの手数料や使用料の
水準は地方白治体の裁量で自由に設定できる。したがって、同じ地方サービスに対するそ
れらの水準は、地方自治体間に大きな格差が存在する。
　地方税であった非住居レイトは、現在は国税として毎年度政府が税率を設定し、非住居
レイト収入として一括して徴収し、地方譲与税のように地方自治体に還付しているが、地
方白治体に移管すべきかどうかが問題となっている。しかし、1998年白書においては、
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国税として維持する意図を明らかにしている。ただし、つぎのような非住居レイトの改革
を意図している。（1）地方自治体は企業を支出計画に参加させ、非住居レイト納税者との
有効なパートナーシップを作り上げるための取決めをすべきである。（2）国の規定する範
囲内において、追加的レイト徴収を許可する協議を地方白治体とする意向を有する。追加
的レイトからの歳入は、企業と地域共同体との間で合意した優先順位の事業に対する追加
裁量的支出のための資金調達に資するであろう。（3）中小企業のレイト負担軽減制度の導
入について地方自治体と語し合う。このように非住居レイトを国税として維持はするが、
地方の意向を反映し、納税者の企業と地方サービスとの関係を深めようという意図がみら
れる。
　3－4　ギアリング効果
　2000年度イングランド・ウェールズの地方歳入総額にしめる比率は前述の歳入援助補
助金が約31％、その他政府補助金が24％、非住居レイトが23％であるから、約八割は政
府の交付する補助金に依存している。地方自治体間に格差はあるから、この比率は地方白
治体間で異なり、豊かな地方自治体の自主財源比率は貧困な地方白治体のそれよりもかな
り高くなるであろう。
　カウンシル・タックスの地方歳入に占める比率はきわめて低いために、限界支出額の変
化は、ギアリング効果として知られるカウンシル・タックス税率の大きな変化をもたら
す。平均的にはイングランドでは、支出の1％変化はカウンシル・タックスの4％の変化
を、ウェールズでは5％の変化を必要とする。歳入総額に占めるカウンシル・タックス収
入の比率が低い貧困団体ほど、このギアリング効果は強烈に働く。白書では強力なギアリ
ング効果が、地方白治体に安易にカウンシル・タックスの増税により支出増を図ることな
く、費用削減により地方サービス強化方法を模索する誘因を与えるという長所があること
を強調する。しかし、このギアリング効果は、地方白治体の間では批判がつよいという点
を今回の調査において知った。’7〕
4．補助金制度
　4－1一般補助金と特定補助金
　一般補助金は国による使途の指定がない白由財源であり、国がそれを交付する目的は地
方自治体の財政力の補整（compensa廿on）である。他方、特定補助金は特定支出目的に使
17）　イギリスの地方自治体を訪問した時に、応対してくれた財政部長が話していたが、同じ支出増加
　率を達成するために富裕団体よりも高い税率引き上げ率を必要とすることは、不公平であると貧困団
　体は考えているようだ。
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用することが要請された補助金であり、その交付の目的は国の政策目的に沿った支出を地
方自治体がするように説得（persuasion）または強制することである。したがって、一般
補助金と特定補助金との相対的規模は、国による地方白治体統制の程度を表す指標とな
る。歳入総額から賃貸料、料金、手数料を差し引いたイングランドの地方自治体の歳人合
計額に占める比率は、1975／76年度においては」般補助金（レイト援助補助金）は51％、
特定補助金は14％であったから、一般補助金は特定補助金の3．6倍であった。
　その後、住居レイトはコミュニティ・チャージにより代替され、非住居レイトは国税に
移管され人口に按分して地方白治体に払われるようになった。1992／93年度現在において
は、一般補助金である歳入援助補助金（Revenue　Support　Grant）の比率は31％、特定補
助金の比率は23％となり1．3倍に低下した。相対的に一般補助金よりも特定補助金が増加
し、地方白治体の財政力補整よりも、国による地方自治体の説得や強制のほうが重視され
てきた。国税化された非住居レイト（the　National　Non－Domestic　Rateで）は、イングラン
ド・ウェールズのすべての非住居資産に対して国が一律の税率を設定する。地方自治体が
納税義務額の請求書を納税者に送付し税を徴収するが、税収は国の基金に払い込まれ、国
は人口に比例的に地方白治体に税収を還付する。1992／93年度現在における地方白治体歳
入に占める比率は31％であったが、この補助金は…・・般補助金の性格を有するから、歳入
援助補助金とあわせると62％となり、特定補助金の比率23％の2．7倍となる。’別
　さらに最近の2002／03年度のイングランドにおける総経常支出（grossrevenue　ex－
penditure）に占める比率でみると・歳入援助補助金は27％であり・特定補助金は21・8％
であるから、」般補助金は特定補助金の1．2倍である。非住居レイトの比率は22，6％であ
り、一般補助金に分類すれば2．3倍となる。1帥
　4－2一般補助金（歳入援助補助金）
　政府の交付する一般財源である歳入援助補助金（Revenue　Support　Grant）は、標準支
出査定額（StandardSpendingAssessments）から標準支出カウンスル・タックス額
（CouncilTaxatStandard　Spending）と国税の非住屠レイト配分額（National　Non－domestic
Rate）を控除した額である。標準支出査定額はわが国の普通地方交付税の基準財政需要額
に対応し、標準支出カウンスル・タックス額と国税の非住居レイト配分額の合計額は基準
収入額に対応する。財政需要額も資力も標準額で現されている点が重要であり、標準支出
査定額より多額の支出をしても小額の支出をしても、財政調整調整交付金額が増えるわけ
ではない。
　財政調整制度は」方では財政力の均等化を目指すが、地方自治においては基本的にはそ
18）DavidWilson　lmd　Chris　G副me，op．cit．，p，161．
19）　The　Chaれered　Institute　of　Public　Finance　and　Accountancy，ハ閉伽ω舳d　G醐〃囮’∫物fゐ肋∫2002－03．
れぞれの地方自治体が、必要財源を白主財源である地方税収によりできるだけ充当するこ
とが望ましい。わが国では税源の酒養と呼ばれるこの誘因について、副総理府において質
問した。それに対しては、まず非住居レイトが国税化したことにより、企業誘致による企
業からの税収の増加が消滅した点が指摘された。現行のカウンスル・タックスを前提とす
ると、企業誘致等により地元経済が活性化することにより、カウンスル・タックスの課税
標準である資産価値がどの程度上昇するか疑問である。’また、カウンスル・タックスの課
税標準である資産価値は、毎年再評価されるわけではない。企業誘致等によりカウンス
ル・タックスの課税標準の資産価値が変化しても、実勢に大幅に遅れる傾向があるであろ
う。イギリスにおいては地方税の税源の酒養効果はあまり重視されていないし、それほど
大きくないと思われる。
　レイト援助補助金、歳入援助補助金を手段とした地方支出の厳しい統制については、経
常支出の統制の節で論じた。
　4－3　特定補助金と効率性改善補助金
　政府は特定補助金および歳入援助補助金に加えて、新しい目標補助金（targeted　grant）
の導入により、現行歳入援助補助金の弱点を補完できると考えている。この目標補助金は
すべての地方自治体に対してではなく、選択された特定地方自治体にたいして、特定の指
定された目的に対して、目標が達成された場合にのみ交付される。この目標補助金は全補
助金額の1％くらいに留まっているが、この補助金が今後どの程度増大するか、この資金
を生み出すのに特定補助金を削減するのか、歳入援助補助金を削減するのか明らかでな
い。教育費の配分について、国の方針と地方の優先順位との間には緊張関係がある。白書
によると、教育費用の資金を特定財源化せず地方白治体に教育予算編成を委ねるが、国務
大臣が設定する学校教育予算額を地方白治体が予算に計上するよう指示する権限は国が留
保する。この点でも、地方白治体の裁量権は制限されている。
　2002／03年度に対しては・政府は単一資本資金制度（the　single　capitalpot）を導入した。
この単」資本資金は支出需要要素（needs－basedformu1ae）と、裁量要素（discretionary
e1ement）とから構成されるが、この裁量要素資本基金は、地方白治体の資本戦略の成果
に対する評価に基づいて決定される。容認できる水準以下の成果しかあげない地方白治体
には、裁量要素に基づいた目標単一資本資金は交付されず、支出需要要素単一資本資金の
みが交付される。この場合には当該地方白治体は改善計画の提出を要請され、極端な場合
には担当大臣が介入することもある。
　また、原則として地方白治体は自由にこの単」資本資金を適切な使途に向けることがで
きるのだが、現実には政府の要求する教育資本支出額が確保されるように、「特別取決
（speciic　arrangements）」が初期段階でなされ、教育資本支出が過少とみなされる地方自
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治体に対しては、需要要素単一資本資金の配分は停止され、代わりに教育資本支出にひも
付きの特定補助金が交付されることがある。地方自治体に配分される信用承認額は特定サ
ービス供給へのひも付きではなく、地方自治体が自由に使用できる建前であったのに・現
実には政府がその使用目的を統制している。
　挑戦資金交付（chal1enge　funding）は、いまや地方白治体の資本資金調達において不可
分の」部となっている。中央官庁は街路の安全性や快適性の改善等の特定分野での挑戦的
プロジェクトに地方自治体が応募するように呼びかけており、挑戦を受けて指定されたプ
ロジェクトを実施する地方白治体には、追加的財源を配分する。地方自治体にとっては、
挑戦プロジェクトヘの応募は、追加的財源を得るための選択手段であ孔洲
　　5．地方白治体の効率性改善のための規制
　5－1　強制入札制度（Compu1soryCompetitiveTendering）
　経済全体の中で大きな割合を占める公共部門の効率性は、経済全体の効率性を考慮する
場合に無視することはできない。アメリカにおいても事業別予算・PPBS、ゼロ・べ一ス
予算というようにさまざまな改革が試みられたが、イギリスにおいてもさまざまな改革が
なされた。70年台は第一次、第二次石油ショックの影響も加わり、筆者白身London
School　of　Economicsにて在外研究中にさまざまの機会に目撃したが、経済全体、とりわ
け公共部門における効率性の低下は顕著であった。民間部門が主である混合経済において
も、公共部門は崩壊した社会主義経済と同じ体質を有しているので、どうしても民問部門
に比較して効率性の追及が甘くなる。新公共管理（new　public　management）の基本的考
え方は、効率性（efficiency）、経済性（economy）、有効性（effectiveness）、費用、支出
効率性（value　for　money）、質、競争力、アカウンタビリティ等の民間部門で一般的な効
率性の諸概念と諾手法を、公共部門に導人しようとしたものである。
　強制入札制度は、従来からの地方サービスのうち、国が法律で規定する特定サービスの
供給について、民間との競争入札にかけ、負ければ地方白治体は当該サービスの供給から
撤退するという制度であり、地方サービスの供給において強制的に民間部門との競争を導
入するものであった。この制度は「1980年地方白治・計画・土地法」で道路や下水道の
建設および維持管理の分野に導入され、さらに「1988年地方自治法」でゴミ収集や道路
清掃などに対象範囲が拡大されるとともに、不履行への制裁措置が盛り込まれた。さらに
「1992年地方白治法」で、専門的、技術的部門にまで対象は大幅に拡大されれ
20）　同じ科研費プロジェクトでオーストラリアの調査にも参加したが・応対してくれたディストリク
　ト・カウンシル担当者は、オーストラリアでもこの種の挑戦プロジェクトに応募することにより、地
　方自治体は追加的財源を得ることができると言っていた。
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　強制入札制度は直営現業部門（direct　labor／semice　organization）に大きな効果を与え、
同部門は入札に勝つために効率性を追求し、従来以上の自立した経営が求められた。ま
た・地方白治体の役割は・従来の地方サービス提供者からサービスの総合調整者の役割へ
と変貌した。この結果、雇用条件の独自化、職種問の雇用条件格差の拡大、業績給の導入
等の変化がもたらされた。
　5－2　ベスト・ヴァリュー制度
　強制入札制度はさまざまの改善をもたらしたが、同時に対象範囲が拡大するとともに、
制度運営に困難が生まれれ1997年に政権についた新労働党政府は緑書〃o〃肋伽gムo一
ω1Go〃舳θ閉た〃〃o〃ゴ刎g〃Cα1∫舳｛‘2∫伽o〃g免肋∫f吻〃2を発表し効率性改善のための手
法としてベスト・ヴァリュー制度を提案した。さらに白書〃o伽肱伽g〃Cα10o〃〃舳2〃た
〃乃〃肋〃肋伽肋oμθを発表し、その協議結果を踏まえて「1999年地方自治法」が成立
し、2000年4月からイングランドとウェールズに対して、ベスト・ヴァリュー制度が実施
されれなお、同法により、強制入札制度は2000年1月をもって廃止された。
　ベスト・ヴァリュー制度においては、強制入札制度で改善された費用意識を継承しなが
ら、さらに質の面を考慮して地域内の住民やサービス受給者の二一ズに答えることができ
るように・十分な協議と検討に基づいたサービスの提供が求められる。ベスト・ヴァリュ
ー制度の対象は地方白治体や交通、警察、消防等の特定事務団体にも適用される。これら
のベスト・ヴァリュー団体は、各地域の目的・理念を確立し、その達成のための手段を明
確にした地域戦略を作成せねばならない。また、ベスト・ヴァリュー白治体は国から提示
された業績指標を用いて、行政サービス全体にわたる再評価方針を策定せねばならない。
また、現行サービスについても4C（cha1lenge，compare，consult，compete）の観点から、
徹底的に再評価せねばならない。
　事後評価については外部監査委員会が法令および財務面から監査し、さらにサービス水
準検査も実施される。ベスト・ヴァリュー白治体のサービスに問題があると認められた場
合、政府は当該白治体に直接介入し、改善のための指導・命令を行う権限を有する。この
ように・国は地方白治体の供給するサービスについて、その量と質について介入する。
　実施後2年目の2001年に監査委員会報告書C肋”幽gθ鮒が発表されたが、一般的評価
としては、ベスト・ヴァリュー制度の導入により、ほとんどの地方白治体がサービス受給
者の視点から行政を行うようになったことと、行政への住民参加や一1青報公開が推進されて
いる点を指摘する。同時に、ベスト・ヴァリュー自治体からは、経済的負担増加、画一
性、職員の書類作成事務負担等の不満が述べられている。21〕
　21）　この種の問題は・筆者が以前勉強したアメリカの予算制度改革PPBSの問題点を想起させる。
　　PPBSはPaperProducingBudgetingSystemと椰楡され、廃止された。
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　2001年白書∫肋〃g〃ω1〃α∂㈱肋＿伽α物1〕〃舳c∫2〃伽∫が発表され、ベスト・ヴァリ
ュー制度については「リーグ表」の導入について述べている。イングランドの全地方白治
体を業績結果と業績改善能力を点数化してその合計に基づき、地方自治体を高業績自治
体、実績改善に努力している白治体、現状維持白治体、低業績白治体の4種類の地方白治
体に分類する。政府はこのリーグ表に基づき、地方自治体の業績改善のために「アメとム
チ」政策を考えている。例えば、高業績白治体に対してはカウンシル・タックスの増税に
関してキャッピングの対象からの免除やサービス水準検査の緩和がアメとして与えられ、
逆に低業績自治体に対しては特定事務の他の地方白治体や公益団体や民間部門への移管や
改善のための管財人受入の要請というムチが加えられる。
　5－3　PF1帝0度
　マスグレイヴの財政学においても、公共財の生産と供給とが峻別されるが、公共部門は
かならずしも直接地方公共財・サービスを生産する必要はない。地方白治体には質の高い
サービスを提供するために、他の部門の生産した財・サービスの購入または他の部門との
共同によるサービス提供という選択肢もある。PFI（Private　Finance　Initiative）は、民間
部門とのパートナーシップを活用することにより公共部門が支出効率性（va1ue　for
money）を達成するための手段である。PFIは公共部門へのサービス販売型、独立採算プ
ロジェクト型、公共部門民間部門合弁型に分類されるが、いずれの場合にも民間部門が設
計、建設、資金調達、運営を行う点では共通している。公共部門へのサービス販売型で
は、公共部門は」定の質の確保されたサービスを購入し、住民に提供する。独立採算プロ
ジェクト型では公共部門からの資金投入は全くなく、公共部門の範囲は初期計画の策定、
事業の許認可、付随的法的手続きに限定される。また、公共部門民間部門合弁型では、公
共部門と民間部門との共同出資で事業が実施される。PFIにより事業を実施する場合に
は、同じ内容の事業を地方白治体が単独で実施するよりも支出効率性達成度が高いことが
要請される。
　このPFIはサッチャー政権を継承したメイジャー政権により1992年に提唱され、1994
年には「大蔵省は、PFIが検討された後でなければいかなる事業も承認しない」という原
則を打ち出し、「ユニヴァーサル・テスティング」と呼ばれたが1997年にこの原則は廃止
された。
　5－4　PPP　（Public　Private　Pahnership）
　1997年に政権を掌握したブレア政権は、PPIも含め公共部門と民間部門のパートナーシ
ップによる社会資本整備が必要であるという方針を固めた。資本支出財政については、一
方では国の経済・財政目的を達成しながら地方自治体がいかに団体全体として効果的な計
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画ができるか、サービス提供においていかにして支出効率性を達成できるかが課題であ
る。また、資本支出予算編成と資産管理を改善する誘因を地方白治体に与え、資本支出資
金調達の長期的安定性を高め、資本収入を資源配分に反映させる方法の改善や、現行規制
枠組みの簡素化、地方自治体のためのPFI（Private　Finance　Initiative）やパートナーシッ
プの改善が提案されている。
　現政権は新規施設の提供や既存施設の改善のために、プロジェクト開発や資金調達方法
として、地方自治体による公共・民間パートナーシップの形成や、PFIの採用を奨励して
いる。PPPやPFIにおいて、地方自治体は設計・建設・資金調達・営業の全過程を考慮し
て、資産そのものを購入するのではなく、それに関連したサービスを購入するように奨励
されている。PPPやPFIの方法の下では、地方自治体は資産の供給や改善と関連した資本
支出をする必要がなく借金をする必要もない。また、新規の開発をしても、その資産は地
方白治体の貸借対照表には記載されない。PPPやPFIの方法が、民間部門の専門能力を利
用する機会を地方自治体に与え、地方自治体が公共部門資本投資と借入額を減少させる点
を政府は評価している。
　しかし最近では、このPFIが最大支出効率性に貢献するかどうかに対する評価が分かれ
ている。大蔵省の調査委員会は、民間資金に依存しなくても、公債残高がGDPの40％を
超えてはならないという基準内で、地方白治体が公債発行により資金調達することに十分
の余地があり、地方白治体がPFIやPPPを利用する際には、それが支出効率性に貢献する
かどうか判断基準となるべきであると述べている。また、スコットランド議会の地方白治
委員会が2002年に出した報告書でも、現行のPFIやPPP法が最適な資金調達法かどうか
疑問であり、代替方法を模索することに意義があると結論している。
6．しめくくり
　イギリスは地方自治の母国として知られており、α肋〃2∫という原則は貫徹していた
が、法律で授権された地方白治体の事務の遂行において、かなりの地方白治が実践されて
いた。レイトという固定資産税のみしか地方白治体には配分されていなかったが、税率は
自由に地方白治体が選択できて、負担と便益との比較考量のもとで最適な地方サービスの
水準が選択されていた。
　しかし、中央依存度の上昇というレイフィールド委員会が嘆いた70年の動向と比べて
も、地方白治はさらに大幅に低下したようだ。地方の白主財源であるカウンスル・タック
スは地方歳入の15％にまで低下し、レイトの重要な一環であった非住居レイトは国税化
されてしまって、政府は地方への返還を考慮はしているが、近い将来に実現しそうもな
い。国による地方白治体の統制はさまざまの面においてきわめて細微にわたり強力であ
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　しかし、国の指導によるとはいえ、公共部門の効率性を高めようという意欲は高く、と
かく親方日の丸的体質に安住しがちな公共部門に、民間部門並みの効率性意識を導入して
きている。わが国でも小泉内閣により郵政事業民営化や道路公団の民営化が実現しようと
しているが、もっと包括的な公共部門内部の効率性改善は、停滞したわが国の経済・社会
の活力を取り戻すために不可欠である。その面で、イギリスのさまざまの実験から、わが
国は多くを学ぶことができる。
参考文献
（1）
（2）
（3）
（4）
（5〕
（6）
（7）
（8）
（9）
（10）
（11〕
（12）
（13）
Dep晦Prlme　Mmster，吻〃R螂o閉，吻〃C肋一c邊　Rω物1ヨ舳g伽肋g1納沢昭舳∫，Department　of
Transport，Local　Govemment　and　the　Region，May2002．
Rita　Ha］e　and㎞na　Capaldi　eds，0o刎兜c｛〃o灼’Gω〃8fo工”ε切1Go〃〃弼〃昭〃F伽α閉c色，The　Chartered
Institute　of　Public　Fimnce　and　Accountancy，2002．
林　正寿「イギリスの地方財政一中央と地方との関係」、横浜市立大学経済研究所、経済と貿
易、123号、昭和53年。
　　　　「イギリスの地方財政　　レートについて」、横浜市立大学論叢第29巻第1号、昭和53
年。
　　　　「財政調整の原理とイギリスの制度」、経済と貿易、127号、昭和54年。
　　　　「イギリスの地方制度再編とその後の発展」、経済と貿易、14ユ号、昭和61年。
自治体国際化協会『英国の地方白治」、平成15年。
　　　　『イタりアの地方白治』、平成16年。
小林　昭『現代イギリスの地方財政改革と地方白治』、日本評論社、2004年。
Layfield　Committee，肋φo〃げ伽C舳例肋2〆E閉g加物〃o〃ω1Go砂舳舳〃f，London，McMillan，
1976．
Redcli茄e－Maud，Lord（Chaiman），肋ツ〃Co肋物㎞6θ〃舳〃ωJ　Oo砂〃舳〃加E昭1〃〃1966■1969、
閉刎刎〃Rφoκ，London，HMSO，1969．
The　Chartered　Institute　of　Pub1ic　Finance　and　Accountancy，〃舳肌8α〃G2閉〃α1∫妨眺伽∫2002－
03
David　Wilson　and　Chris　Game，〃ω1Gow閉榊州閉伽σ閉伽dκ昭do刎，Govemment　Beyond　the
Center　Series，Macmillan，1994．
